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はじめに
1873年に澁澤栄一による日本で最初の銀行（第一国立銀行），1876年には三井組によっ
て民間ではじめて三井銀行（現 三井住友銀行）がそれぞれ設立された。銀行では早い時
期から複式簿記が導入され，管理会計についてもその名称が一般化する 1920年代前の
1899年～1903年には，すでに三井銀行において営業店別経営と営業店別の貸出標準額設
定管理が行われてきた記録がある。
『三井銀行 100年のあゆみ』（三井銀行，1976年）によれば，当時の各営業店別の損益
結果に基づいて 1911年までに横須賀・足利・函館・和歌山・三池・四日市の 6店舗が実
際に廃止されるに至ったとされる。ただし，当時の損益管理は，財務会計と区別されず，
たとえば預金利息は営業店にとっての支出として原価の 1つとされていた。
また，1956年の大蔵省銀行局長通牒によれば，預金科目ごとの原価計算により採算状
況を検討することと，営業店別の独立採算制を完備して不採算店の廃止等の意思決定を検
討することが必要とされた。企業内部の管理会計にまで護送船団行政の影響がうかがえ
る。その後，高度成長期には企業の旺盛な資金需要に比例して銀行の業績がよくなり，管
理会計は利益よりも貸出量などボリューム管理重視に傾注していった。
多くの金融機関では，バブルが崩壊し不良債権化するまでボリューム管理重視の管理会
計では十分に機能できないことが分からなかった。バブル崩壊後は，良質な金融ビジネス
によって適切な利益をあげ，不良債権を処理しつつリスク管理を徹底し，資本を棄損する
ことなくできれば増やす方向に向く管理会計が求められるようになった。
その結果，1990年代半ばに相次いで管理会計が高度化された。信用リスクが計量化さ
れて，予想されるリスク見合いのコスト（信用コスト）が管理会計に算入された。また，
金利リスク管理や ALM（資産負債管理）高度化を目的とする FTP（Funds Transfer Pric­
ing；資金振替価格制度）が導入された。同時に，原価計算についても伝統的原価計算1に
代わって ABC（Activity­Based Costing；活動基準原価計算）の導入が進んだ。
最近では，非期待リスク量を部門ごとに計算して資本を割り当てる経営資源配分を導入
するところもある。その場合，配賦された資本に対する収益性を管理する指標として
RAROC（Risk­Adjusted Return on Capital）や SVA（株 主 付 加 価 値；Shareholder’s Value
Added）がある。
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サービス業
以上の通り，金融サービス業はバブル崩壊を契機として必死に管理会計を高度化させて
きた。しかし，いままた金融サービス業を取り巻く環境は大きく変わろうとしている。日
本経済活性化に向けてデフレ経済を脱却すべく，アベノミクスの異次元金融緩和や成長戦
略などあえて積極的に手を打ち，一方で TPPや BaselⅢなどの規制の動向，IFRSなどの
国際会計基準への対応などといった外部環境を踏まえたうえで，金融サービス業は積極的
に戦略を策定して着実に遂行していかなければならない（図表 1）。
1．銀行原価計算の重要性と問題意識
本稿では，銀行の原価計算の「真の実態と課題」，ならびに「今後の方向性」をまとめ
る。OHR（経費率；経費／業務粗利）40%台の銀行は SMBCや横浜銀行など数える程度
で，ほとんどの銀行の費用は粗利の 60～80%を占めている。営業店が汗と涙で収益を上
げても，半分以上は経費で消えていることになる。
他業種の管理会計では，原価計算が重要と考えられることが多い。収益管理については
顧客や市場次第のところがあり，マーケティングの分野であって，企業や経営者だけがコ
ントロールできるものではないと考えられるからである。一方，費用については経営の
「財布」であり，どう使うかはまさに経営者のみに与えられた権利である。銀行経営につ
いても同様で，粗利の半分以上を占める費用の支出コントロールと，行内でどう適正に使
うかといった原価計算がマネジメントの要諦である。
銀行には，製造業で一般に適用される部門別原価計算は適用できない。製造業の原価計
図表 1 最近の金融サービスを取り巻く環境（イメージ）
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算は，製品別原価を集計するために直接材料費や直接労務費を集計し，製造間接費を配賦
する。銀行の場合には費用のほとんどが販売費および一般管理費であるため，もともと製
品原価の対象ではない。製造業の原価計算はおもに制度のためのものであり，銀行の原価
計算は制度目的ではなく経営の意思決定や業績評価を適切に行うためのもの，という根本
的な違いがある。
原価計算には，制度としての目的と管理会計の目的がある。ほとんどの原価計算の書籍
では『原価計算基準』をベースに制度としての原価計算が中心にまとめられている。しか
し今日，制度としての原価計算は IFRSとの関係で基準そのものの見直しも検討の要あり
との意見も少なくない。他方で管理会計目的の原価計算としては戦略が重要視されてきて
いる。管理会計目的の原価計算には，ABC（Activity-Based Costing；活動基準原価計
算），品質原価計算，ライフサイクル・コスティング，原価企画などがある。そのうち，
日本の銀行における原価計算では ABCの適用が一般的である。
ABCは，資源（リソース）と原価計算対象（コストオブジェクト）の間に，「活動（ア
クティビティ）」の単位でコストを集計し配賦する 3層 2段階配賦の原価計算である（図
表 2）。
ABCはもともと米国で間接費配賦の精緻化のために生まれた原価計算である。日本で
は銀行の原価計算に適用され，現状ではとくに銀行や病院への適用事例報告が多い。
ABCの銀行への適用の理由は，社内のさまざまな事務やシステムの業務処理プロセスを
活動として集計しコスト化する方法に違和感なく，納得感が高かったという利点があった
と思われる。
図表 2 ABCの計算内容
資源（リソース）
資源ドライバ
活動（アクティビティ）







コストドライバ
活動ドライバ
原価計算対象（コストオブジェクト）
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たとえば銀行では，もともと営業店の最適人員算定のための事務量分析とそのためのシ
ステムが 1970−80年代にかけて構築されてきた。事務量というのは，標準事務時間と 1
ヵ月あたりの事務件数の積で計算される。1990年代に日本に ABCが導入された際に，銀
行では事務量に時間あたり金額（例：秒あたり人件費等）を乗ずるのと ABCの計算式が
ほぼ同一であったことと，事務量システムのなかに他業種では取得困難な業務量データが
蓄積されていたため，ABCの構築が比較的スムーズにできたという点がある。
しかし，ちょうど 2007年のサブプライム問題発生からリーマンショク以降に，ABCの
経営実務への適合性に関する課題が明らかになってきた。いま ABCによって原価計算を
行うサービス企業のほとんどは次の課題に直面している。
・煩雑かつ膨大な運用の手間がかかる割に ABCの活用が限定的である
・非常に細かく活動原価が計算されたとしても，コントロールできない
・ABCによって原価が計算されても直接的な費用低減にはならない
以上の課題によって，相当なコスト2をかけて ABCを構築してきたサービス企業では
運用を縮小ないしは停止するところさえ現れている。もともと ABCは伝統的原価計算よ
りも理論は優れているが，導入を誤ると運用が困難になり失敗することがあると言われて
いた。銀行でもそれが分かっていたはずなのに，なぜ導入や運用に失敗してしまうのか。
筆者が実際に銀行員の際に導入した経験や，メガバンクや地方銀行で ABCを運用して
きたいくつかの銀行の経営企画部関連所属の行員から実際にヒアリングした結果から，次
の 3点が主な理由として考えられる。
第 1に，銀行員が ABCを導入する際に，あまりにまじめに配賦作業を繰り返したため
にその計算作業自体が目的化してしまい，本来の目的を見失った可能性がある。本来の目
的は，原価計算による利益の最大化であったはずであるが，どこかで手段が目的化してし
まったのである。
第 2に，伝統的原価計算の内容や適用状況を十分に検討し総括しないままに ABCを導
入したために，伝統的原価計算の課題解決につながらないどころか，従来の伝統的原価計
算をより複雑にかつ手間のかかるものにしただけの結果となった銀行もある。もともと伝
統的原価計算がなぜ十分に経営に資するものにならなかったのかを，ABC導入の前に十
分に総括する必要があったのではないか。
第 3に，そもそもの ABCの特性がデフレ脱却を目指す政府の政策「アベノミクス」の
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時代には合わなくなってきたということが指摘できるのではないか。
そこで，本稿ではまず，2000年前後に多業態に比して率先して実務適用してきた実際
のいくつかの銀行における ABC適用の背景，当初期待された効果，ならびに導入方法を
ケーススタディーとしてまとめる。実際のケースとしては，さくら銀行（現 三井住友銀
行），りそな銀行，そして地方銀行 Aと Bに導入された銀行 ABCに検討を加える。
次に，ABC導入以降すでに十数年を経過した最近の ABC導入銀行における活用状況，
効果検証，ならびに実運用で判明した課題を検討する。上記の導入時ケースの 4つの銀行
のその後の状況を調査してフォローするとともに，別のいくつかの銀行の ABC運用後の
特徴的な状況をまとめる。
分析の結果としては，日本の銀行の企画担当者は，ABCは事務量分析と同様に事務効
率化の面で効果がないわけではないが，将来の積極的な投資などの成長戦略に資するよう
な経営への意思決定への適合性は低いと結論づけているのが興味深い。これまで十数年以
上に渡って適用された銀行 ABCの実際の状況をあきらかにし，そして最近になってほぼ
同時に ABCの課題解決を強く望む声が複数の銀行から言われるようになった理由を分析
する。
最後に，実際の銀行 ABCの適用と運用の分析と検討をもとに，ABCを超えてポスト
ABCとして，今後の日本の成長戦略に資する銀行原価計算の要件を提起したい。
2．銀行の伝統的原価計算の内容
加藤（1930）によれば，わが国ではじめて銀行の原価計算に関する研究書が発刊された
のは，大正 15年大阪銀行集会所の懸賞入選文集であるとされる。それ以来，昭和初期に
かけておもに原価の配賦手順についての研究が進められてきた。内容的には非常に精緻に
原価計算手続きを説明するものであった（加藤，1930, pp. 11−20；岩垂・芳野，1936）
が，原価計算自体の手間とコストの問題や，精緻さの限界，原価は収益とあわせてみる必
要性など，現在でもあらためて認識されている管理会計と原価計算に対する姿勢が見受け
られる。
しかし，銀行の原価計算は，「1956年の大蔵省通牒のなかで預金などの吸収形態別原価
計算の実施が勧奨されたものの，実際には，2・3の店舗で試行した銀行があったくら
い」（山高，1964, p. 12）で，1950年代までは原価計算制度として実行する段階には至ら
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原価に参入すべき費用
第１次配賦
第２次配賦
管理部門 サービス部門 直接部門 直接部門
第２次配賦
業務（為替，預金，融資，……）
直接部門：資金吸収部門（当座預金事務，普通預金事務，通知預金事務，……）
資金運用部門（割引手形事務，一般手形貸付事務，輸出貿易手形
事務，輸入貿易手形事務，当座貸越，……）など
サービス部門：出納，資金集配，手形交換，保管，用度，給与関係，……
管理部門：人事，教育，固定資産管理，検査，調査，……
なかった。
三井銀行（現 三井住友銀行）や住友銀行（現 三井住友銀行）など都市銀行だけでな
く，大手地方銀行でも，1964年に東海銀行（現 三菱東京 UFJ銀行）事務管理部（山高，
1964）のまとめた銀行の原価計算とほとんど同じ原価計算の仕組みを構築した。財務会計
のためではなく，管理会計のための原価計算の必要性を認識する画期的なものであった
が，銀行の伝統的原価計算には特に次の点において特徴があった。
2.1 銀行の伝統的原価計算である「業務の種類別原価計算」
山高（1964, p. 10）は，銀行の原価計算は収益性計算まで含めたものと認識されてお
り，銀行の原価計算は製造業と同じ製品別の原価計算が行えないので，「業務の種類別収
益計算」が必要と考えた。図表 3に示す通り，業務の種類別収益計算は，預金，貸出，為
替，信託などといった大まかな業務から，必要に応じて当座預金，普通預金，定期預金な
どといった細かい業務を想定して原価計算するものであった。
図表 3 業務の種類別原価計算
出典：山高（1964）p. 97をもとに一部加筆。
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現在の銀行では，預金，貸金などはどちらかといえば業務というよりも銀行の商品とし
ての認識となっているが，その本質的な違いはないといってよい。それよりも，当時から
すでに収益性分析が経営管理上重要であると考えられ，そのための「業務の種類別原価計
算」といった非常に大まかであるものの ABCの活動原価に似た業務の種類別原価が構築
されていたとみられる。ただし，配賦基準としては，ほとんどが残高や収益割でも行われ
ており，一部が事務量や事務件数で配賦される状態であった。
2.2 事務費の比例費的性格としてのとらえ方
1960年代初頭，すでに標準原価計算の必要性は銀行業においても認識されていた。銀
行の制度として標準原価計算を行うことは困難であるとされていたものの，標準原価的な
考え方を取り入れて，たとえば過去の原価ではなく，当座小切手 1枚は少なくともいくら
の原価で処理すべきとされていた（山高，1964, p. 48）。
さらに，当座小切手 1枚を処理するための原価はいくらで，100枚あれば，その 100倍
かかり，1,000枚であれば，その 1,000倍かかるといったように，事務費は事務量と比例
関係にある（山高，1964, p. 48）ことが認識されていた。そのためには，事務別の単位作
業時間と標準作業量の測定が必要であり，それを基礎データとして業務の種類別 1件あた
りの原価算定を行う必要があった。
これは，現代の原価計算論からみれば，ABCの事務に関する活動原価とそのコストド
ライバの関係をいっているものであり，活動別単位原価の必要性をも示唆している。さら
に，「サービス部門の費用はサービスを受けた直接各小部門がサービスを受けた度合いに
応じてその部門の原価に加える」（山高，1964, p. 58）方法は，ABCにおけるコストドラ
イバの考え方に類似している。
2.3 銀行の伝統的原価計算の問題点
銀行の伝統的原価計算の問題点を整理する。『銀行管理会計』（谷守，2007a）では，伝統
的原価計算を営業店別と顧客別に分けて問題点を個別具体的に検討した。その分析をもと
に，あらためて銀行の伝統的原価計算の全般的な問題点を次の 3点にまとめる。
第 1に，配賦基準に関する銀行業務推進上の納得感の低さである。伝統的原価計算では
おもに資金量のような残高を配賦基準として利用しており現場での納得感がなく，原価低
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減に向けたコントロール・アクションにつながりにくい。換言すれば，銀行が原価を下げ
るために，資金量を減少させるような行動をとることはありえない。
第 2に，原価の要因分析が困難であることである。伝統的な顧客別原価計算は，第一
次，第二次配賦と複雑に配賦されるため，顧客別原価の結果をもとに原価の要因を簡単に
分析することができない。同様に，この複雑な配賦構造と，組織構造に依存した伝統的な
顧客別原価計算では，ほとんど使われないシステムとなるか，相当な開発コストをかけて
過去のプログラムロジックを改変せざるをえない。そのため，内部の配賦ロジックがます
ます分からなくなる。
第 3に，提供チャネルごとの差異が計算できないことである。現在，顧客とのチャネル
は営業店だけではなく，ATM，EB（electric banking），インターネット，インストア・ブ
ランチ，コンビニ・バンクなど非常に多様化してきている。同じ普通預金入金といった取
引であっても，どのチャネルを利用したかによって，原価が大きく変わってくるはずであ
り，伝統的原価計算では対応が難しい。
以上の通り，銀行の伝統的原価計算には問題点が多数存在した。そのため，実際にはど
の銀行も伝統的原価計算を構築したものの，経営管理上ではあまり重要視されていなかっ
たのが実状である。1980年代までは，護送船団行政によって銀行経営が守られていたた
めに，銀行は原価計算の経営への活用にそれほど真剣になっていなかったということも影
響している。さらに，規制金利であったため貸出金額を増やすことで簡単に収益が向上す
ると考えてしまい，原価計算の経営上の活用にはほとんど意識が向かわず，結果的に伝統
的原価計算の問題点の解決を図ることなく，バブル崩壊に突入したと考えられる。
3．銀行 ABCの導入目的と ABCの標準的な適用内容
バブル経済が崩壊して，1997年には日本長期信用銀行，北海道拓殖銀行があいついで
破たんした。当時の各都市銀行は，古今未曾有の経営危機にあったが，定量的に経営の意
思決定が可能な原価計算がないことに気がついた。他の業種のように利益を確保するため
の戦略の策定や中期経営計画が策定できなかった。
そこで，1997年に専修大学の櫻井通晴教授（現 専修大学名誉教授，城西国際大学客員
教授）を中心に現役の都市銀行企画メンバーらによる「銀行業の原価計算研究会」が発足
し，約 1年間をかけて ABCの有用性と導入方法が研究された。銀行の伝統的原価計算で
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は月末時点での資金量や資金収益額3により原価が配賦されていたこともあり，残高は多
くないにもかかわらず毎日何度も頻繁に資金を引き出す顧客よりも，ほとんど入出金しな
い高額の預金残高を保有する富裕層の顧客に原価が多く賦課される傾向にあった。ABC
はそれを解消するのに適していると考えられたのである。
銀行では，従来から行われてきた事務量分析4を行う際に収集される業務量データがホ
スト・システムに蓄積されており，それが比較的容易に ABCのコストドライバに適用で
きると考えられた。事務量分析とは，1950年代より行われてきた IE（industrial engineer-
ing）に基づく翌期の各営業店の最適人員数の算定のための事務の所要時間分析のことで
ある。そのなかでシステム収集される実際の取引情報が業務量データ5である。顧客別の
業務量データは，銀行の事務やシステムから顧客へのサービス提供の操業度に相当する
（谷守，2007b）。
研究会の結果，あさひ銀行（現 りそな銀行）とさくら銀行（現 三井住友銀行）におい
て日本で最初の銀行 ABCが構築されることとなった（櫻井，2000；木，2000）。
そこで，本節ではまず銀行業への ABCの導入目的と適用状況を整理する。次に，銀行
ABCの標準的な適用内容についてまとめる。次に，銀行 ABCと事務量分析との計算処理
上の関係を整理したうえで伝統的原価計算である「業務の種類別原価計算」と ABCとの
配賦構造上の関係性，ならびに 2003年 12月に Kaplan & Andersonによって公表された
TDABC（Time-Driven Activity-Based Costing；時間主導型 ABC）との同異点を検討して，
銀行 ABCの経営への適合性と限界をあきらかにする。
3.1 銀行業への ABCの導入目的と適用状況
バブル経済崩壊後は，銀行は多額の不良債権処理を優先する必要があり，そのための利
益を捻出する目的で収益性によって顧客や事業を選別しようとした。銀行側の短期的な収
益確保を目的に，伝統的原価計算に代えて ABCが適用された（櫻井，2000）。木
（2000, pp. 173−177）や福田（2001, pp. 25−26）によれば，伝統的原価計算の問題点を克服
するために導入された銀行 ABCの具体的な目的は，①適正な商品やチャネル別6の原価
算定，②適正な営業店別・顧客別原価の算定，③事務の効率化であった。
今日では，最も早くから ABCを適用した銀行7では，すでに十数年が経過したことに
なる。しかし，いまのわが国における顧客の成長戦略に資するような銀行原価計算の研究
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については十分ではない。とくに，銀行 ABCの実務への適用効果や課題についての研究
論文はきわめて少ない。そのなかでも，銀行名を出して，ABC適用について発表してい
る数少ない情報をもとに適用状況を整理すると以下の通りである。
銀行業界への ABCの適用状況については，財団法人金融情報システムセンターの調査
結果（金融情報システムセンター調査部，2006, p. 52）によれば，当時の都市銀行・長期
信用銀行・信託銀行の 9行中 77.7%の 7行，地方銀行で 49行中 67.4％の 33行，第二地
方銀行で 40行中 27.5%の 11行で導入済みとなっている。
自ら ABC適用を公表していた大手銀行では，あさひ銀行，さくら銀行（現 三井住友
銀行）8，UFJ銀行（現 三菱東京 UFJ銀行），そして富士銀行（現 みずほ銀行）があっ
た。UFJ銀行では，関連子会社であるコンサルティング会社の担当者が銀行に了解を得て
ABC構築内容を上梓9しており，富士銀行では 1998年 1月に日経産業新聞で ABCの全店
適用について公表された。
また，大手地方銀行では横浜銀行，静岡銀行，千葉銀行が ABC適用を公表していた。
横浜銀行は財団法人金融情報システムセンター主催の金融機関が集まって行われた研究会
で ABC導入の方法と効果を報告した（金融情報システムセンター事務局，2003）。千葉
銀行は，2002年の IRレポート10のなかで自ら ABC導入を公表している。静岡銀行につ
いても日本ユニシスが導入したと発表している11。その他，沖縄銀行（西田，2002），近
畿労働金庫（谷守，2002），そして滋賀銀行が ABCの導入を行い，ABCの適用について
発表していた。
このように，日本を代表する大手銀行から中小の地域金融機関，さらには政府系金融機
関12などさまざまな銀行に ABCが適用された。これら ABC導入の状況からみて，銀行
業ではあきらかに ABCが銀行原価計算のスタンダードと考えてもよいと思われる。ABC
以外の銀行の原価計算として適用されるのは，いわゆる伝統的原価計算であるが，そもそ
も前述の通り伝統的原価計算では銀行経営に対して経営への適合性が低く，その課題克服
のために 1990年代後半に ABCが適用されたのであって，あえて伝統的原価計算を導入
する銀行があるとは考えられない。今後も銀行に適用される原価計算は伝統的原価計算で
はなく，ABCとなる可能性が高い。
次に，銀行 ABCの標準的な適用内容についてまとめる。
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3.2 標準的な銀行 ABCの内容
銀行 ABCの最も代表的な顧客単位の ABC（以下，顧客別 ABCとする）の処理ステッ
プを図表 4に示す（谷守，2009, p. 121）。
顧客の単位を原価計算対象として ABCを適用する方法では，活動を 2層持つ 4層 3配
賦構造の ABCとなるのが銀行 ABCの特徴である。アクティビティ#1では実際の組織別
にミッションとされる業務や係りを活動とする考え方である。その組織単位の活動を組み
合わせて費消することで顧客向けの商品・サービスの機能単位でのアクティビティ#2が
計算される考え方となっている。
以上の通り，実務的に銀行業へ適用された ABCの計算ステップから，銀行 ABCの経
営への適用目的は顧客へ提供される商品・サービスの適正な原価の算定と，そのためのお
もに商品やサービスを提供するにあたっての各種のオペレーショナルな業務（以下，事務
とする）の効率化にあることがわかる。
銀行業への ABC適用にあたっての経営への適合性とは，顧客へ提供される商品・サー
ビスの適正な原価の算定と，その商品やサービスを提供するにあたっての各種事務の効率
化にある。すなわち，銀行 ABCは事務やシステム処理に関する部分でより精緻な原価を
算定することを目指したものといえる。
3.3 銀行 ABCと事務量分析の計算処理上の関係
銀行の事務量分析で適用される事務量の具体的な算出方法は，1回の事務にかかる標準
図表 4 銀行の顧客別ABCの標準形
資源（人件費，物件費，税金）
↓
アクティビティ#1（銀行内組織単位の活動）
↓
アクティビティ#2（顧客へ商品・サービスを提供する単位の活動）
↓ アクティビティ#2の単位原価にコストドライバを乗算
原価計算対象（顧客単位の原価）
出典：谷守（2009）p. 121。
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的な事務時間に，事務件数すなわち業務量を乗じて算出される。普通預金入金事務であれ
ば，式 Aの通り計算される。
普通預金入金事務量
＝ 1回の普通預金入金に関する標準事務時間
× 普通預金入金事務件数（業務量） …（式 A）
たとえば，1回の普通預金入金に関する標準事務時間が 300秒で，事務件数（業務量）
が 500回とすると，事務量は 150,000（秒）となる。
営業店の普通預金入金事務量
＝300（秒）× 500（回）
＝150,000（秒） …（式 B）
ABCは，活動原価をコストドライバによって原価計算対象に割り当てるが，銀行では
事務量がコストドライバに活用しやすいと考えたのである。たとえば，普通預金入金に関
する ABCは次の通り事務量を基にする式に変形できる。
普通預金入金コスト
＝ 1単位あたりの普通預金入金に関する活動原価
× 普通預金入金のコストドライバ
＝ 1単位あたりの普通預金入金に関する活動原価
× 普通預金入金事務件数（業務量）
＝ 1秒あたりの賃金
× 1回の普通預金入金に関する標準事務時間
× 普通預金入金事務件数（業務量）
＝ 1秒あたりの賃金
× 普通預金入金事務量 （∵ 式 Aより）
…（式 C）
たとえば，行員の 1秒あたりの賃金が 1.2円とすると，営業店の普通預金入金コストは
式 Cより次の通りとなる。
営業店の普通預金入金コスト
＝ 1.2（円／秒）× 150,000（秒）
＝ 180,000円 （∵ 式 Bより）
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…（式 D）
式 Dの事務を一般化すると以下の式 Eとなる。
事務のコスト ＝ 1秒あたり賃金 × 事務量 …（式 E）
以上の通り，銀行で商品・サービスのための事務の効率化に対して ABCを適用する場
合，事務量のデータ（以下，事務量データとする）はコストドライバに適用しやすいもの
であった。つまり，事務量データの蓄積があれば，銀行の事務に関する ABCをすぐにで
も構築可能な環境であったことが分かる13。
また，もともと銀行の事務量分析とは，営業店の適正な人員算定を行う経営資源の適正
配置に関する経営の意思決定であった。各営業店の人員は何人が妥当かという人的経営資
源の配置について，営業店ごとの事務量を活用して経営の意思決定が実際に行われてき
た。ABCは事務量を金額換算するが，それはより経営へのインパクトが増すことはあっ
ても，経営の意思決定をミスリードするものではない。
すなわち，事務量が ABCによってコスト化されて，事務の効率化による経営への貢献
が金額ベースで管理できるようになったと考えられる。その結果，経営者やマネジャーに
とって非常にインパクトがあるレポートとなり，営業店などの現場にとっても，時間では
なくコストとなったことで，より分かりやすく日々の改善に結び付けやすいものとなった
であろう。
3.4 銀行 ABCと「業務の種類別原価計算」の関係性
図表 3の銀行の伝統的原価計算である「業務の種類別原価計算」にある管理部門，サー
ビス部門，そして直接部門を「アクティビティ#1」，業務（為替，預金，融資，……）を
「アクティビティ#2」とすると，図表 4の銀行 ABC標準形と極めて近い計算構造をもつ
とみなすことができる。「業務の種類別原価計算」では，直接部門の原価配賦の基準に事
務量が使用されていたが，事務量をコストドライバにすることで，容易に ABCが適用で
きたと推察される。
山高（1964）の所属した富士銀行（現 みずほ銀行）では，伝統的な「業務の種類別原
価計算」が適用されていた。そして，1998年に富士銀行に ABCが全店に適用された際に
は，「業務の種類別原価計算」の経営への適合性がより高まることが期待されていたとし
ても，反対に ABCに対して違和感を持つことはなかったのではないかと考えられる。富
―１５―
士銀行よりも少し前に ABCを導入したあさひ銀行や，さくら銀行でも同様に「業務の種
類別原価計算」の発展形としての ABC適用であった。木（2000）によれば，あさひ銀
行は伝統的原価計算の改善として ABCが適用されたとされるが，その伝統的原価計算は
図表 4の「業務の種類別原価計算」であった。さくら銀行では前身の三井銀行の当時より
顧客別原価計算と店別原価計算が実施されており（谷守，2000），それら顧客別原価計算
の内容とは「業務の種類別原価計算」と同様のものであった。
さらに，諸井・米田（1978, p. 92）によれば，伝統的原価計算の事務に関する業務区分
に「単位事務原価計算」が適用されていた。この単位事務原価計算とは，前述の式 Aの
通り事務件数に 1件あたり処理標準時間を乗じ，事務量を算定するが，その事務量の割合
で最後に総費用を配賦している。このことからも銀行の伝統的原価計算における事務量の
役割が ABCの適用にあたっての重要な要素になっていたといえる。
3.5 銀行 ABCと TDABCの関係性
Kaplan & Anderson（2003, 2004）による TDABCは，コストドライバ・レート（単位時
間あたりコスト）に時間方程式による見積もった時間ドライバを乗じて算出される。すな
わち，次の式 Fで与えられる。
TDABCによる原価
＝ コストドライバ・レート × 時間ドライバ …（式 F）
このコストドライバ・レートが 1秒あたりの賃金，時間ドライバが事務量と同じ意味と
すれば，式 Eと等しい。すなわち，TDABCは日本で適用される事務量をベースとした銀
行 ABCと同等のコスト計算式となっていることが分かる。そのことから TDABCが発表
されるよりも前に，日本の銀行実務ではすでに時間に基づく ABCが実現されていたと考
えることができる。
4．銀行 ABC導入時点（2000年前後）のケーススタディー
銀行 ABCの適用目的，適用内容，および期待された効果について実際の事例（さくら
銀行，りそな銀行，地方銀行 A・B）によって検討する。
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4.1 さくら銀行の ABC導入適用事例
さくら銀行で導入された背景であるカンパニー別経営のねらいと目的，ならびに ABC
の内容と期待された効果について，拙著『銀行管理会計』（谷守，2007a, pp. 112−142）を
参考にして検討する。従来さくら銀行では，与信判断目的の顧客別原価計算と，業績評価
目的の営業店別原価計算といった，いわゆる伝統的原価計算によって運営されてきた。
1999年には，成果と責任の所在を明確にすることを目的として，銀行業界ではじめて
ディビジョン・カンパニー制（以下，カンパニー制とする）を実施した。カンパニー制と
は，ヒト，モノ，カネの経営資源を各カンパニーに分配して独立採算を徹底するとともに
権限も大幅委譲するものである。さくら銀行のカンパニー制は権限を委譲し意思決定の迅
速化を図り，経営の責任範囲明確化を推進するためのものではあったが，人事権など一部
の権限委譲は今後の課題とされていた。そういった点から，当時のさくら銀行のカンパ
ニー制は，一般の事業本部制に近い制度であったと考えられる。
カンパニーの利益責任を明確にするためには，伝統的原価計算では算出が不可能であっ
た。なぜなら，カンパニー制は大企業／中堅中小／個人などの顧客の属性に応じて利益計
算する必要があるため，単純な伝統的な営業店別原価計算での対応は困難14だからであ
る。さらに，銀行の伝統的原価計算の基準が，時代を経るごとに納得感がなくなってい
き，現場での分析やコントロールが困難になっていった。そのため，営業店や担当者には
原価の責任や原価低減のインセンティブが働きにくいものとなった。
したがって，各カンパニーがその責任の範囲内において，コントロール可能となる原価
を計算することを第 1のねらいとし，さらに，カンパニー別原価と整合性のある顧客／事
業別セグメント原価と，商品／チャネル別原価を算定することがねらいとされた。カンパ
ニー制における原価計算の目的は，次の 3点におかれた。
・原価責任を明確にすること（「コストの帰属」明確化）
・原価の管理可能，不能部分の明確化
・カンパニーごとの資源の適正配分
さくら銀行では，単に原価を算定したとか，ABCを適用したからということだけでは
意味がなく，その原価を分析してコントロールができなければ，経営上役に立たないと判
断していた。そのためには，原価に責任を持たせ，業績評価に関連づける「責任会計」が
必要であると強く認識されていた。
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また，さくら銀行のカンパニーとは，同一の営業店のなかに，大企業カンパニー，中堅
中小カンパニー，および個人カンパニーが共存するといった考え方である。したがって，
営業店別原価では基本的にカンパニー別原価は算定できず，一部の原価については顧客別
に計算したのちにその顧客の属性（大企業か，中堅中小か，個人かなど；以下，顧客セグ
メントとする）を判断して，属性ごとに集計する必要があった。具体的には，カンパニー
別 ABCの内容は次の 4つのステップにより構成された。
4.1.1 さくら銀行の銀行 ABCの内容
資源である経費（人件費，物件費，税金）について，本

来

そ

の

経

費

を

受

益

す

る

部

署

を特
定する。そのためには，部署別経費の特定を行う必要があるが，実務上は経費支払につい
て本部の特定の部署で集中的に行われていることが多い。たとえば，人件費については人
事部，物件費は総務部や事務統括部，税金は主計課などでまとめて支払われている。
そのため，財務会計上の経費のままで部署別経費を算出したとすると，これら集中的に
支払が行われている部署に大きく偏ってしまうことになる。集中的に支払われている経費
は，本

来

必

要

な

部

署

の

た

め

の

立

替

である。そのため，部署別に活動原価を作成する前に，
集中的に支払っている部署から本来の部署へ「経費の振替」が必要である。
次に，一旦部署別経費として集計された経費は，次に課／室／グループの単位の活動へ
集計する。その課／室／グループは，業務改善目的で ABCを行う場合の細かさ15からみ
れば粗いものであるが，カンパニー別原価を算定することが目的であることからすれば，
とくに問題ではない16。逆に，経営レベルの目的を忘れて過度に詳細化することで，原価
計算の運用継続性の問題や，エラーデータ混入などによる意思決定のミスリードなどの弊
害が多くなることがある（Cokins, 2000）。
最後に，活動原価毎に「誰のために行う業務活動なのか」，あるいは「誰がその活動原
価の受益者となるのか」を判別する。次のように活動原価を 4つの種類を分け，これを活
動種別として，その特定を行う。
・顧客や市場の外部ステークホルダーに対して行う活動（顧客サービス）
・複数のカンパニーで共通で利用される行内サービス活動
・特定のカンパニーのための活動
・企画など本社スタッフとしての活動
―１８―
本社
本社
スタッフ原価
個人DC 大企業DC 中堅中小DC 投資銀行DC 財務DC
財務部門
コスト
ALM
システムコスト
本部
コスト
資金証券
システムコスト
専用チャネル
コスト
業務本部
コスト
業務本部
コスト
業務本部
コスト
RM営業
コスト
渉外営業
コスト
顧客サービス原価
【事務関連原価】
帰属DC 氏名 属性 決済 定期 融資 ローン 外為
大企業
中堅中小
個人
大企業
個人
顧客A
顧客B
顧客C
顧客D
顧客E
特定大企業
中堅企業
ローン先
大企業
個人事業主
8,000
4,000
1,500
3,000
2,000
2,000
1,000
1,000
2,000
1,000
2,500
2,000
6,000
3,000
6,000
1,000
1,000
9,000
事業別
?? ??????? ?
コスト・プッシュディマンド・プル
顧客サービス原価
【商品システム
関連原価】
図表 5に銀行 ABCによる顧客セグメント別原価計算とカンパニー別原価の関係性をま
とめる。
4.1.2 さくら銀行で期待された ABCの効果
経費と原価のすべてについて，カンパニーの帰属を明確にし，それを出発点として，
ABCによって原価を振り替える仕組みとなった。それによって，次の 3点の経営効果が
期待された。
図表 5 顧客セグメント別原価計算とカンパニー別原価の関係
注：DCとはディビジョン・カンパニーの略。
出典：谷守（2007a）p. 132をもとに一部加筆。
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第 1に，カンパニー別の原価が算定できるようになったことと，原価が配賦される側で
コントロールの可否を明確にしたカンパニーの責任会計が実現できるようにすることであ
る。これまで，非常に細かい基準で計算された原価であっても，その原価が実際に「どこ
の責任で発生したものなのか」，「どこで管理されるものなのか」がまったく不明で，結局
は，配賦される側にとっては，単に「転嫁されるコスト」といった，コントロール不可能
なものであった。しかし，ABCによって経費の責任の所在を明確にし，活動原価責任が
あきらかになったことで，配賦される側でのコントロール可能な原価範囲があきらかにな
る。
第 2に，コストセンターのプロフィットセンター化がなされることである。本社のシス
テム部門や個人カンパニーの事務関連原価については，これまではコストセンター的な考
え方しかできなかったが，ABC導入によって管理会計上でプロフィットセンター化が可
能になるはずである。事務やシステム関連の部署は，これまでどちらかといえばできて当
たり前の「マイナスの業績評価」しかできなかった。しかし，ABCを導入することによ
って，計画と実績の原価差異を従来コストセンターと思われていた部署へフィードバック
できるようになるので，計画に対する実績の評価が数値で行えるようになりプラス評価が
可能になる。プラスの原価差異がフィードバックされることにより，ABCを低減すれば
その分だけ良い業績評価が得られることになり，擬似プロフィットセンターとして前向き
なインセンティブが働くようになる。
第 3に，計画の策定を，カンパニー別原価のベースで行えるようになることである。こ
れまでは，経費（人件費，物件費，税金）を，部署ごとに一律 5％カットというような戦
略性のあまり感じられない計画策定が行われがちであった。それが ABCベースの原価計
算によって，顧客へのサービス価値を落とさないで原価低減を行うような計画の策定が可
能になる。つまり，顧客サービス原価についてはなるべく変更をしないで，行内活動原価
や本社スタッフの原価のみ計画値を下げることができるようになる。
「カンパニーの戦略 → 必要資源と投資計画策定 → カンパニー計画原価 → 合計＝全
行経費計画」となり，銀行全体の経費計画とカンパニーの投資計画が整合的になる。さら
に，このようにして作成されたカンパニー別原価は，IRや当局宛て資料などにも利用さ
れた。
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4.2 りそな銀行の ABC導入適用事例
りそな銀行で ABCが導入された目的との内容，ならびに期待された効果について，古
賀・谷守（2010, pp. 90−105）をもとにまとめる。
4.2.1 りそな銀行の ABC導入目的
りそな銀行は，都市銀行であった旧あさひ銀行と旧大和銀行が合併して誕生した銀行で
ある。2003年 5月 17日に預金保険法に基づく総額 1兆 9,600億円の公的資金注入が決定
され実質的に国有化された。それからは「真のリテールバンク」をビジョンにして，不良
債権の削減，経費の大幅な削減，あるいは関連会社の抜本的整理等を行って地域主体の運
営とアライアンス戦略を推進してきた。
りそな銀行は，5時まで営業や総合受付カウンターの設置など既成概念にとらわれない
大胆なサービス改革やオペレーション改革を実行してきた。その結果，黒字化に転換し，
2007年 1月には公的資金返済を開始し，2009年 3月の公的資金累計返済額は 1兆円を突
破した。また，2010年 5月には大手町から木場へ本社を移転するなど聖域を設けずに大
胆な効率化を進めている。
このような経営大変革のなかで，りそな銀行は積極的に管理会計の ABC，BSC，およ
び EVAを導入してきた。そのなかでも ABCの導入目的や適用の状況，ならびに競争優
位の面での効果について検討する。
4.2.2 りそな銀行の ABCの内容
りそな銀行は，2000年の旧あさひ銀行時代に日本の銀行のなかでは最も早く ABCを導
入した。当時の導入目的は，ABCによってコスト管理の精緻化をはかり，コスト対比で
最適な担い手別の業務量運営を行うことであった。この場合の担い手とは，課長，店頭
（テラー），後方事務，センター事務とされ，主に人の事務の管理が主であった。そのた
め，最初は活動種類が約 4万を超え，ABC適用企業のなかでも最も大規模な ABCモデル
の 1つであった（図表 6参照）。
りそな銀行では，従来から管理している事務量データが人の事務管理には向いているこ
とから，コストドライバにほぼそのまま事務量データが適用された。そのため，コストド
ライバが過度に詳細になってしまい，結果として活動数が膨大になったものと考えられ
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る。
図表 7に，4万種類のうちの一部の活動例を示すが，最も細かい事務の単位で活動が設
定された。それは，事務量分析の切り口とほぼ一致させていたからであった。まさに，事
務量データのうえに ABCが構築された最たる例である。このように，非常に詳細に活動
原価が算定されることで，さまざまな目的の切り口に集計分析されることが期待されたわ
けだが，実際には運用が困難になり数年間は全くメンテナンスされなくなったのである。
その間，4万もの活動原価を分析したいというニーズは全く起きなかった。すなわち，本
部企画が自己満足的に活動が大量かつ詳細化した方が有益であろうと考えたに過ぎなかっ
た。各部担当者や営業店の現場では，そのような 4万もの原価は全く必要とされなかった
のである。
その後，2006年には活動種類を 4万強から 2,000程度に集約して ABCモデルが改良さ
れた。活動が集約されることで，ABC計算の手間が少なくなり，顧客ごとの収益性（以
下，顧客別収益性とする）の継続的な算定が可能になり要因分析がしやすくなった。その
結果，各部担当者や各営業店の現場では，計算された顧客別原価をもとにマーケティング
戦略を立てたり，与信判断を行ったり，金利の設定に活用されたりした。
そのことから，活動種類や数が問題ではなく，原価計算対象の原価の適合性が最も重要
であることがわかる。いまでは，活動原価は全く分析には使われていない。原価計算対象
である事業部門別原価，顧客別原価，店別原価については，グループ全体の IRやセグメ
ント情報開示，顧客セグメント・マーケティング，業績評価に適用されている。
図表 6 りそな銀行の顧客別ABCモデル
資源 人件費，物件費，税金


担い手別原価
担い手別の商品サービス活動と商品事務の単位の活動原価
⇒ 約 4万種類を 2,000に集約


商品事務別原価


 顧客別収益性のための当該顧客別原価：顧客で管理すべき対象先
（例）法人，事業性個人，その他特定個人全先顧客別原価
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4.2.3 りそな銀行の ABCに期待された効果と当時の適合性
りそな銀行は，ABCによって 2つの効果が得られたと考えている。1つは，担い手別
の活動状況が見えるようになり，りそな銀行のオペレーション改革が定量的に検討できる
ようすることである。どういった職位の担当者が，どういったサービスを何回行っている
か，といった「業務の見える化」が実現されたのである。公的資金導入後に最優先で推進
するオペレーション改革を銀行全体で定量的化したいというものである。
もう 1つの期待効果は，「顧客別収益性」が見えるようになり，顧客や顧客セグメント
ごとに最適な営業戦略立案が可能になるのでないかということであった。りそな銀行が目
指す真のリテールバンクとは，それぞれのお客さまの状況に最適な提案やサービスが提供
できる銀行のことである。そのためには，顧客一人ひとりの取引や収益性の状況が把握で
きていなければならない。りそな銀行では，ABCが適用されたことで顧客ごとの取引状
況と収益やコストの実績が詳細に確認できるようになると考えたのである。
しかし，実際には経営への適合性に関する次の 3つの課題があった。第 1に，現状の
図表 7 りそな銀行の活動の例
出典：野村総合研究所（2008）「NRIリスクマネジメントセミナー 2008―金融機関の企業価値向上に向けて
―」配布資料。
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ABCでは直接的な費用低減が難しい点である。2008年のリーマンショック後，銀行では
原価の効率化よりも直接的な費用低減のほうが強く求められた。いまの ABCでは費用支
出後の配賦となっており，顧客別収益性向上のために商品サービス業務量を減らすといっ
た本末転倒な行動にならないとも限らない。顧客との関係性維持に支障をきたしかねない
し，もともと支出した費用も減るわけがない。
第 2に，顧客別 ABCは銀行側でのコントロール性が十分ではない。顧客別 ABC算定
のための商品サービスの取引業務量は顧客側にイニシアティブがあり，銀行側では顧客の
知らないうちに勝手にサービスを止めたり増やしたりすることはありえない。銀行側では
顧客の要求に基づく商品サービスの取引業務量の直接的なコントロールはできない。その
ために，現状の顧客別 ABCは成り行き原価でしかなく，製造業の「原価の作り込み（原
価企画）」的発想は育ちにくい状況にある。
第 3に，顧客別 ABCは実際原価しか算定できない。たとえば，現状の顧客別 ABCで
は，顧客 Aさんがどのチャネルで何のサービスを何回利用したかといった実際のデータ
が適用される。Aさんの過去の実績を把握するには十分といえるが，あたらしく貸出を実
行する際に金利をどのくらいにすべきかといった意思決定のためには，本来は Aさんと
の今後の商品サービスの業務量予測が必要になる。実際のところ，りそな銀行にあるデー
タ分析専門チームである金融マーケティング研究所では，当時の ABCでは戦略的な適用
は難しいと判断していた。
4.3 地方銀行の ABC導入適用事例
地方銀行 Aと地方銀行 Bでは，ベンダーや外部コンサルタントが中心になって ABCが
構築された。地方銀行 Aの ABCは，福田（2001）によれば図表 8に示す通り，日本の銀
行で実施された標準的な ABCの内容である。当初の目的は，商品別，チャネル別，営業
店別の原価計算を同時かつより精緻に行うことであった（福田，2001）。
メガバンクが，比較的に営業店別よりも顧客別原価計算に ABCを適用するのと対照的
に，おもに ABCの原価計算対象は営業店別になるところが地方銀行の特徴である。ま
た，図表 3で標準的な銀行 ABCを整理したが，その内容と同じく図表 8の地方銀行 Aに
おいても活動が部門別活動と機能別活動の 2層の多段階配賦が行われていたのが分かる。
その他，地方銀行 Bでは図表 9の通り当該銀行の ABC処理の内容の概略図がベンダー
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営業店
　人件費
　施設費
　 　 …
顧客
コストオブジェクト
（原価計算対象）
商品
チャネル
本部　
　人件費
　販売費
　 　 …
営業店
支店長
窓口
営業
本部
人事
企画
事務センター
　業務委託費
　 　 　 …
事務センター
送金委託業務
振込委託業務
システム関連
　機械賃貸料
　回線費用
　 　 　 …
リソ スー
システム
預金システム
為替システム
アクティビティ
預金業務
口座開設
入金
出金
　
融資業務
審査
実行
返済
　
為替その他業務
振込
送金
コストオブジェクト
リソ スー
アクティビティ
（部門別活動）
アクティビティ
（機能別活動）
貸金庫
　
商品別ABCモデル
ABC全体モデル
によって公開されている。内容的には，地方銀行 Aとほとんど同じである。図表 9にあ
るプレイヤ層というのは，図表 3で標準的な銀行 ABCモデルとして整理したアクティビ
ティ#1と同じである。
ただし，多段階配賦となることで，ABCの構築段階では考えやすくなるが，伝統的原
価計算の 2段階配賦と同じように複雑化する危険性がある。そのために運用段階において
は，ABC計算結果の要因が直感的には分からなくなる可能性がある。
図表 8 地方銀行A の ABC処理内容
出典：福田（2001）p. 30。
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営業店
　人件費
　施設費
本部
　人件費
　販売費
事務センター
　業務委託費
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【アクティビティ】 【コストオブジェクト】
口座開設 営業店
商品
チャネル
入金
出金
営業店
【プレイヤ】
窓口
営業
本部
人事
企画
事務センター
振込業務委託
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※本部費やセンター費等を元に，間接費を段階的に配賦し，より正確な営業店や商品別の原価を算出する。
ABC（活動基準原価計算）
配賦 配賦
4.4 銀行 ABC導入当初のケーススタディーまとめ
銀行 ABCは，従来の「業務の種類別原価計算」の延長で事務の効率化の観点での経営
への適合性が認められたので，事務やシステム処理に関する原価計算の分野では一定の効
果があった。しかしながら，次の 3点で導入時点から銀行 ABCには限界があきらかであ
った。
第 1に，オペレーショナルな活動以

外

の活動ついては，納得感の高いコストドライバの
適用が実務的には困難であった。そのため，経営の意思決定に十分に適合しているとはい
えない17。もともと銀行はほとんどが間接費であり，その原価計算には ABCが適してい
ると考えられたはずであるが，オペレーショナルな業務活動以外のいわゆる「渉外営業の
活動」や「本社の企画部門の活動」などの間接費の管理については，銀行 ABCでは十分
に管理できているとは言えない。すなわち，ABCで期待される間接費の管理の精緻化に
ついては，現状の銀行 ABCでは十分に機能していない。
第 2に，銀行 ABCは事務量データをもとにしたコストドライバにすることで事務効率
化の面で適合性は高い反面，活動数が細かくなりすぎて銀行全体の経営への適合性があい
まいになる傾向にある。事務量分析は，各営業店の適正人員を管理し，事務効率の改善に
図表 9 地方銀行Bの ABC処理内容
出典：株式会社アイネット NEWS RELEASE，2012年 11月 9日（http://www.inet.co.jp/topics/pdf/20121109.pdf）。
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適用されるものであるが，全社レベルで銀行 ABCを適用する場合には，事務量分析の切
り口での活動では細かすぎる。
第 3に，銀行 ABCは資源を所与のものとしてコストドライバによって配賦されるもの
であるため，短期的には費用削減にはつながりにくい点がある。一部の大手銀行で未利用
のキャパシティを把握する事例もある（谷守他，2009）ことから，その場合には未利用キ
ャパシティ削減の方向に向かうインセンティブが働くことが期待される。ただし，その場
合でも中長期的には費用削減に向かうものと思われるが，短期的な費用削減効果はほとん
どないといってよいだろう。
リテール・ビジネスが主体である中小の銀行では，経費の大半を占める事務の効率化と
システムの最適投資が最大の経営課題である。それら中小の銀行に対しては事務やシステ
ムを対象とした銀行 ABCでも問題ないと判断される。しかし，5大銀行や大手地方銀行
クラスの銀行原価計算には，事務の効率化だけでなくそれ以外の経営の意思決定への適用
の方にこそ有効性が強く求められる。現状で事務の効率化以外に ABCが適用されたの
は，さくら銀行で実施されたカンパニー間の行内サービス振替価格への適用事例がある程
度でしかなく，けっして多くない。
5．銀行 ABC運用後（2000年前後～現在まで）のケーススタディー
銀行業へ ABCが適用されてから最近まで，十数年もの間実際に業務として計算作業が
行われ，それが営業店別業績評価，顧客別採算管理，さらには IRやセグメント情報開示
などに活用されてきた。しかし，実際の銀行業務への適用に関しては，次のケースの通り
実務上の課題があきらかになっている。本節では，前述のさくら銀行（現 三井住友銀
行），りそな銀行，そして地方銀行 Aとその他政府系金融機関や地方銀行の最近の ABC
適用状況を整理する。
5.1 その後のさくら銀行の ABC
さくら銀行は，2001年 4月に住友銀行と合併して，三井住友銀行となった。2000年に
統合後の法人や個人などの事業部門別戦略を立てる「統合戦略委員会」において，両行の
事業部門別原価を過去の実績値だけでなく統合後 3年から 5年後の計画値を策定すべく昼
夜を問わず検討された。
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さくら銀行の過去の事業部門別原価の実績値については，ABCによるカンパニー別原
価をもとに策定された。一方，住友銀行では ABCの適用がまだ行われていなかったた
め，伝統的原価計算による事業部門別原価をもとに検討された。将来の事業部門別原価に
ついては，さくら銀行も ABCの将来予測などは行えていなかったので，統合委員会での
協議の結果，「将来のみならず過去の実績値についても両行とも単純に配賦基準を共通化
させた伝統的原価計算で行うこと」となった。結局のところ，さくら銀行の ABCは事業
部門別戦略策定の一部適用しかできなかったのである。
また，事務やシステムの統合検討においても，ABCが適用されることはなかった。結
局のところ，2002年までにホストコンピュータである勘定系システム統合に注力し，そ
の後事務やシステムが完全統合後に「可及的速やか」にさくら銀行の ABCを参考に原価
計算の仕組みを統合させる計画となった。このように，さくら銀行の ABCは統合作業に
おいて十分に使えきれなかった。さらにいえば，ABCでなくともメガバンクの事業戦略
策定が可能であったことを示す結果となったのである。
前述の ABC導入当初のケーススタディーで検討した通り銀行，ABCは事務量データを
基礎とするために，おもに事務やシステムの領域を中心とした原価計算となり，とくに事
務の効率化に効果が認められた。一方，メガバンククラスの統合後の事業部門別戦略のよ
うな最上位にあたる戦略的意思決定には，ABCの適合性は高くなかったのがわかる。
その後統合して三井住友銀行となり，新銀行の ABCが構築されて顧客別原価計算に適
用されてきたが，2014年には ABCはほぼ凍結となり，より経営に適合性の高い原価計算
方法が検討されている状況と聞いている。
5.2 その後のりそな銀行の ABC
りそな銀行では，前述の通り 4万種類もの活動を 2,000種類程度に減らして，なんとか
運用を再開した経緯があるが，その後実際の適用状況についてはどうであろうか。りそな
銀行の事務関連部署によれば，ABCの導入当初に期待された効果である担い手別の最適
な原価管理や原価計算による業務効率化は全く行われていないということである18。
また，筆者は 2006年から 2012年までりそな銀行にて実際に経営管理部の立場で原価計
算を担当したが，業績評価に適用される営業店別原価や，IRやセグメント情報開示に適
用される事業部門別原価には厳密な意味で ABCがそのまま適用されたわけではない。ど
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ちらかといえば，ABCではなく直課配賦型の原価計算に変更されて運用されてきた。
現在，ABCの適用が残っているのは，顧客別原価計算のための業務単価（業務別の単
位原価）の算定部分である。業務単価に顧客別のコストドライバを掛け算するのはホスト
コンピュータなので，ABC自体はホストコンピュータにアップロードされる約 2,000の
業務単価計算部分のみである。ABCを行う PCに費用（経費予算）とコストドライバ実
績値を投入することで，自動的かつブラックボックス的に業務単価が計算されている19。
りそな銀行の ABCは，いまや顧客別原価計算のためだけの約 2,000種類の業務単価計
算に収斂されたわけだが，あいも変わらず原価計算を担当する企画スタッフの運用の手間
や煩雑さはかなり高い。一方で，2,000種類の業務単価を算定しても，それが戦略の策定
や業績評価，業務の効率化，または価格設定などに適用されている訳ではなく，運用に手
間とお金がかかるわりに活用度や適合性が低い状況にある。ましてや，業務単価の検証方
法は「過去数期間の業務単価推移から極端にかい離していないか」の見方になるため，そ
もそも経営へのインパクトや戦略策定上のあらたな気付きを与えるものにはなりえない。
そのため，ABCシステム更改20の際には，もっと簡便な方法でローコストに処理するこ
とができないのかといった議論となる。
5.3 その後の地方銀行の ABC
地方銀行 Aでは，2001年に ABCが導入されて公表された（福田，2001）。しかしなが
ら，当初導入時の銀行側の主担当者が異動となったために，行内で十分に引き継げなかっ
た。そのために，ABCの継続的運用ができなくなり，数年前にはシステム更改がなされ
ず21，ABCは廃棄された。現在では，ほとんど原価計算は行われておらず，財務会計上の
費用のままコスト管理されている。
地方銀行 Bでは，2000年前後に ABCが導入された後，最近になってベンダー主導で
ABC計算ツールの更改が行われている。当銀行からは，ABC算出の本部側の運用の手間
を解決するために，ツールの更改を行ったと聞いている。しかし，ABCの計算ツール変
更はいわば手段の変更であって，ABCの計算作業自体が目的化してしまっているように
思われる。単に本部側の運用の手間を楽にするだけならば，ABCの適用可否そのものを
十分に経営で検討しておかなければ，結局はシステムが代わっても効果の低い本部業務を
続けていくことになる。
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また，別の地方銀行 Cでは，2002年頃に外部のコンサルタントを通じて ABCが導入さ
れ，現在まで十数年間にわたって ABCが算出されてきた。当銀行の 2014年の経営会議
で，ABCの問題点が次の通り明確に指摘された。その結果，ABCを止めることに決定
し，他のより適合性の高い原価計算を検討することとなった。
・本部では，十数年もの間手間をかけて ABCを運用してきたが，経営や現場での効果
が不明かきわめて低い状態にある。
・事務の効率化を行っても明確には顧客別原価の低減につながらなかった。
・銀行のようにほとんど固定費のビジネスに ABCが適合するとは全く思えなくなっ
た。
これら銀行 ABCの問題の根底には，ABCの理論と実務との深く大きなギャップがあ
る。本来 ABCは，費用の低減ではなく，BPRや業務改善に効果があるといわれてきた
が，十数年間も ABCを継続運用してきた日本の銀行が，みずからを鑑みてその効果もほ
とんどなかったのではないかとの問題提起をしたのである。さらにいえば，業務効率化も
費用低減もできない ABCには銀行経営にとっての価値はほとんどないとさえ思われるよ
うになった。
また，ある政府系銀行の企画課長によれば，その銀行では「ABCを数年間適用してき
たが，その後完全に廃止した」と述べていた。関西のある地方銀行の経営企画部長からは
システム更改に合わせて ABCを更改すべきか迷っているとの相談を受けた。その他，あ
る第二地方銀行の総合企画部グループリーダからは，「ABCを導入しようとしたが，どう
しても変動費的配賦に納得できないので，急遽導入を中止して別の原価計算を検討するこ
とになった」との話があった。
5.4 銀行 ABC運用後（2000年前後～現在）のケーススタディーまとめ
最近の銀行 ABCの状況は，日本の銀行が実際に ABCを導入し十数年間黙々と運用し
てきたからこそ言えるものであり，机上の空論ではない地に足をつけた説得力がある。バ
ブル経済崩壊後，日本の銀行の最大の経営目標は不良債権処理であった。その後，米国の
サブプライムローン問題に端を発する 2008年秋以降の世界不況下に突入していくなか
で，ほとんどの銀行は収益（TOPライン）が伸びずに与信関連費用（信用コスト）だけ
がさらに増加することになった。
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そうなれば，自動車や電気機器産業が進めるのと同じく経営上の目的は「費用低減」に
ならざるをえない。費用低減を推進するためには現場や所管部署の取り組みが不可欠であ
る。コストを可視化し現場や所管部署の「コスト・コントロール」可能な範囲が拡大され
ることによって費用低減が推進されるからである。中長期に収益性を上げていくために
は，費用低減と並んで事務や業務の面での「生産性の向上や業務の効率化」の仕組みが必
要である。だからこそ，「ABCによる緻密な事務処理レベルの原価計算は，当時のデフレ
時代には最適であった」と考えられる。
とくに，収益が上がらないなかで利益をなんとかあげていくためには，顧客の選択と集
中，すなわち「顧客の選別」を行う必要があったのではないか。すなわち，これまでの十
数年間は，収益の上がる先を残し，上がらない先とくに不良債権予備軍（信用格付がある
一定の先以下：要注意先以下等とする）との取引は縮小せざるをえない時代であった。そ
のためには，事務量に比例して原価が賦課される ABCはデフレ時代の費用低減戦略には
最適であったと考えられる。
ただし，もともとは伝統的原価計算の課題解決のために ABCが適用された訳である
が，それら課題は解決できたのであろうか。図表 10に，銀行における伝統的原価計算の
課題（谷守，2000, pp. 194−198）に対しての現状での ABCによる対応状況をまとめた。
銀行の伝統的原価計算における一部の課題は解決したが，そのほとんどは ABCを適用し
てもいまだ解決できていないことが分かる。さらにいえば，ABCで課題が解決したとい
うよりも，伝統的原価計算の改良により解決できた可能性も否定できないものもある。
逆に，伝統的原価計算の改良で解決できない課題はそのまま銀行 ABCの課題になって
いる感がある。今後あたらしく ABCを適用しようとしても，銀行の原価計算の選択肢が
伝統的原価計算と ABCしかない状況であれば，これまで ABCを導入し運用してきた先
行する銀行の経験や失敗と大差ない結果に陥ることになるのではないか。
とくに，2014年になって急に各主要な銀行がほぼ同時に ABCの問題点を述べ，ABC
に代わる原価計算を模索し始めたわけだが，それは，日本政府の進める成長戦略（いわゆ
るアベノミクス）への対応が大きいと考えられる。すなわち，銀行経営がそれまでのデフ
レ時代における「顧客の選別」を目的に ABCによる「業務取引削減＝原価低減」の考え
方から，顧客の成長戦略に資するように「業務取引拡大＝顧客との関係性強化」と考える
ように変化したからではないかと筆者は考えている。すなわち，銀行は原価を短期的な削
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減対象ではなく，中長期的な収益をあげるための投資の概念でとらえるようになったと考
えられる。そこで，次節以降でアベノミクス時代の銀行 ABCの課題を整理して，今後の
成長戦略に資するための要件をまとめることとしたい。
6．アベノミクス時代の銀行 ABCの課題
アベノミクス時代の成長戦略に資するには，現状の銀行 ABCには次の運用面，構造
面，管理面の 3点で課題がある。
・（運用面の課題）事務は手間のかかる負担感の高いコストとの意識を与える点
・（構造面の課題）固定費が変動費的に賦課されることの現場での違和感
・（管理面の課題）顧客との関係性が考慮されない点
それぞれを具体的に検討してみよう。
6.1 事務は手間のかかる負担感の高いコストとの意識を与える点
護送船団行政時代からバブル崩壊直後まで，銀行には社会的使命が強く求められる準規
制業種であった。そのため，顧客の要望に応えて要求される事務を必要に迫られてこなす
伝統的原価計算の課題 現状適用される銀行 ABCによる対応状況
解決の
状況
間接費の比率が多く，
残高など非合理的な配
賦基準では納得感は低
い
全社企画，人事企画，財務企画部門など純粋な本社機能と考えられる費用
（本社費）については粗利，資金量，人員数などの配賦基準になる場合が多
く，伝統的原価計算の課題のままと言ってもよい。
×
取引件数はマシンレー
トに近く，渉外営業の
ような段取り的工程の
最適な配賦基準がない
ABCを適用しても渉外営業活動原価の可視化はできるが，それを原価計算
対象へ配賦する際のコストドライバには伝統的原価計算の配賦基準と同様に
取引件数などが中心となり，変わらない。
×
ATMやインターネッ
トなどの「チャネル」
の概念がない
ABCの活動に，チャネル機能を設定することで対応が可能である。伝統的
原価計算であってもコストプールでチャネルの識別を行うことで可能でああ
った。
△
現場でのコスト・コン
トロールの判断ができ
ない
実際には支出済みの費用は ABCによっても費用コントロールはできない。
コストドライバのコントロールは，実際には顧客との取引を減らすことにな
りかねず，顧客の関係性強化の観点で取引コントロールは収益機会の喪失に
つながる危険性がある。
×
図表 10 伝統的原価計算の課題とABCによる解決の状況
出典：谷守（2009）p. 126を一部加筆修正。
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感覚があったと思われる。そうなると，事務は極力効率化すべきものであり，事務量分析
は負担感を計測する考えに基づくものであっただろう。
そのため，事務量分析で収集される実際の業務量データをコストドライバに適用する銀
行の顧客別 ABCも「事務は負担コスト」の意識から脱却できない。これから顧客の成長
戦略を支援するための銀行経営を行っていくためには，「事務は顧客満足度を高めるサー
ビス」の意識が求められる。
6.2 固定費が変動費的に賦課されることに対する現場での違和感
銀行の顧客別 ABCによって，本来ほとんどが固定費であるはずの銀行の費用が，顧客
との業務量に比例する変動費のように原価賦課されることになった。そのため，顧客との
業務量を減らすことで，財務上の費用が削減できるような違和感を現場に与えることにな
った。
志村（1995）は「ABCは支出モデルではなく消費モデルである」とし，伊藤（2011, p.
142）は「当初の ABCは製造間接費の長期変動費化を企図していたが，間接費の配賦計
算の一手法という地位に甘んじざるをえなかった」と指摘している。すなわち，銀行の顧
客別 ABCは顧客との業務量に応じて変動費的に配賦計算を行うだけであって，けっして
財務的な意味での変動費に変わるわけではない。
確かにバブル崩壊後の不良債権処理のためには銀行は「顧客を選別する」必要があり，
業務量を減らして原価を低減させるということをあえて優先せざるをえない事情もあった
であろう。しかし，経済が上向き始めた現状では，顧客に対するサービスである業務量を
減らすのではなく，逆に積極的に事務というサービスの量を増やして顧客満足度を向上さ
せるべきである。
6.3 顧客との関係性が考慮されない点
銀行 ABCでは，業務量データに表れない顧客との親密な関係性（なじみ顧客）は全く
考慮されない。本来は関係性によって以下の例示のようにコストは変化するはずである。
・なじみになることで，情報の非対象性が減じられ，一見客に対するよりも情報の収集
コストは低くなる。
・取引関係が長くなれば，よく取り引きされる業務内容が徐々にパターン化され，いわ
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ゆる「いつものサービス」的な限定されたサービスで済むようになる。
・銀行の事務担当にとって，何度もその銀行を利用している顧客の取引や事務，振込先
や口座番号などが無意識に学習され，経験曲線理論が適用される。
・先代の頃から長くお互いに信頼感をもって取引を継続してきた親密な顧客と，通りす
がりにはじめて立ち寄った一見客が同じ業務を同じ回数だけ取引した場合，その 2人
の顧客別原価に差は生じない。
以上の例は，業務量データが一時点の表面的な顧客との取引情報に過ぎず，その背景に
ある顧客との長期に渡る信頼感などの関係性が全く考慮されていない情報だからである。
銀行 ABCが業務量の金額換算にとどまっている限り，現状の銀行に求められている顧
客の成長戦略を支援する経営には適合しない。次節では，今後の顧客の成長戦略に資する
意思決定を行うのに必要な銀行原価計算の要件を明らかにする。
7．顧客の成長戦略に資するための銀行原価計算の要件
アベノミクス時代の銀行 ABCの課題を解決する目的で，顧客の成長戦略に資する銀行
原価計算を 2つ提案する。1つは「顧客行動分析型 ABC」であり，もう 1つは「関係性
に基づくキャパシティ・プランニング型原価計算」である。それぞれの原価計算の特徴と
要件をまとめる。
7.1 顧客行動分析型 ABC
銀行 ABC運用上の問題点を解決するための対応案を検討すると次の通りとなる。第 1
に，銀行 ABCが実質的に管理不能である問題点は，顧客別 ABC算定のためのコストド
ライバである顧客ごとの商品サービスの業務量（以下，商品サービス業務量とする）が予
測されることで管理可能になる。第 2に，過去の結果の原価でしかない問題点は，顧客ご
との商品サービス業務量が予測されることによって将来の顧客の原価が予測できるように
なる。計算や管理の煩雑さについては，顧客ごとの商品サービスの業務量が予測される過
程で標準化できれば，煩雑さは減少する。
コストドライバの予測については，自社内の製品や商品が原価計算対象とされる ABC
であれば，社内で管理できる情報をコストドライバに適用できるので，その情報の予測は
しやすいものになると推察される。一方，銀行 ABCのコストドライバである商品サービ
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ス業務量は，顧客からの要求や取引であるため，その主体はあくまでも顧客側にある。い
かに銀行側が商品サービス業務量を自らコントロールしようとしたとしても，顧客という
相手のある話であり，顧客がどう行動するかがすべての鍵となる。つまり，本質は銀行に
対する顧客の行動を予測するということである。
すなわち，銀行 ABCの運用上の問題点を解決するための対応案は，コストドライバの
予測（すなわち，顧客ごとの商品サービス業務量の予測）にある。さらに，その本質は
「コストドライバによって顧客行動分析を行うことで，顧客の行動を予測することができ
る」ことにある。ただし，銀行では顧客行動分析のために限らず，コストドライバ分析自
体これまで十分に行われたことはない。一般に，コストドライバ分析とは，Shank and
Govindarajan（1993）のいうコストドライバ分析のことをいう。Shankらのコストドライ
バ分析とは，戦略分析を目的として構造的ドライバと遂行的ドライバを区別し，企業の戦
略的優位を明確化することにある。
本稿でいうコストドライバ分析は，顧客行動を分析し予測することが目的であり，
Shankらの戦略的分析目的とは異なる。ただし，Shankらの構造的／遂行的ドライバの区
分については顧客行動分析のためのコストドライバ分析においても有用である。
7.1.1 顧客行動分析の方法
顧客の行動を分析する研究は，CRM（Customer Relationship Management；顧客関係管
理）では一般的である。CRMとは「顧客との長期にわたる関係を構築し，管理する手法
として，顧客とのコンタクト履歴や取引履歴をもとに個別的にアプローチすること，顧客
との接点を管理し，そこから入手した顧客情報を精緻に分析すること，顧客との継続的取
引から収益性を向上させること」（南，2006, p. 54）である。CRMの基本的な処理は，
「顧客の行動分析」⇒「顧客の分類」⇒「顧客分類ごとのアプローチ」である。銀行で
は，実際に営業場面で活用している。そこで，銀行 ABCで実際に蓄積された顧客ごとの
商品サービス業務量（コストドライバ）データを使って，CRMと同様に顧客行動分析を
行ってみよう。
今回の分析用データは，わが国の大手商業銀行で 2009年 3月から 11月までの間の
ABCのコストドライバに利用された無記名の商品サービス業務量データをもとにしてい
る。データ総数は，業種／企業規模／信用格付／取引年月などの属性情報で区分された無
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記名の法人約 100万先が取引した約 5,000万件の商品サービス別業務量である。
最初に，業種ごとに，税公金振込みを除くビジネス上で発生する仕向け（振り込む側）
の「内国為替」に関する商品サービス業務量を図表 11に示す。図表 11では，個人事業主
を除く 14の業種を 9ヵ月全期間にわたる内国為替業務量総件数の企業 1社あたり平均を
昇順で左から並べて表示している。
商品サービス業務量のうち内国為替業務量をとくに取り上げたのは，内国為替は振込や
振替など銀行のなかでは最も多くのトランザクション量22が発生する商品であるため，業
種などによる違いが現れやすいと考えたからである。ただし，どのチャネルが利用された
かについては区別しておく。チャネルとは，店頭（窓口）／ATM／ネット取引など取引の
手段のことである。
図表 11より，業種ごとに 1顧客あたり内国為替サービスを利用する業務量の合計やチ
ャネルの利用割合が異なり，たとえば，金融業の顧客はネット取引の割合が高く，電気・
ガス・水道業や公共団体は店頭窓口での取引が比較的多い傾向にありそうだということが
分かる。また，公共団体は ATMの利用が他業種に比べて構成比率が低いことなども分か
図表 11 業種別の顧客平均チャネル別内国為替業務量
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る。
次に，特定の業種を掘り下げて，そのなかを構成する各法人それぞれの商品サービス業
務量の分布状況をみてみよう。その分析の目的は，はたしてそのまま平均値など一意の数
値を予測値として適用することの可否を検証してみることにある。そこで，図表 12は，
地域を限定したうえで業種を卸小売業に特定した法人顧客の 2009年 3月～11月までの内
国為替業務量を分布したものである。内国為替業務量をⅩ軸としており，Y軸には実線で
「顧客数」，破線で「構成比累計」が分布されている。
「顧客数」は内国為替業務量を昇順に並べたうえで，その業務量別にどれだけの顧客が
存在するかを示すものである。「構成比累計」とは内国為替業務量を昇順にみたときに，
同一業種の顧客数全体のうち同じ内国為替業務量以下の顧客数累計の割合を示すものであ
る。そのことは「構成比累計」チャートによって，約 90%の顧客は一定の業務量に収ま
っていることからも示されている。逆に，10%未満の顧客は，一定の業務量を超える内
国為替業務が実際に取引されている状況にある。
当該業種の内国為替業務量の予測値を検討するにあたって，その平均値である 81回が
設定されたとすれば，実際にはそれ以上の回数の業務量で取引される顧客には，少なすぎ
る業務量の予測であったことになる。単純な平均値の内国為替業務量の予測値がコストド
図表 12 特定地域の卸小売業の内国為替業務量別顧客数と顧客構成比累計
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ライバに適用されて顧客別 ABCが計算されたとすると，平均の業務量以上に取引した顧
客の原価は少なく見積もられることになる。
実績と予測の差異分析を行ったとしても，一意に決める業務量の予測値の精度が上がり
はしても，その予測値以上に取引する顧客が存在することに変わりはない。逆に，最大値
（950回）が業務量の予測値とされる場合には，ほんの一握りの過大な利用者（1%未満の
顧客）のための業務量が残りのすべての顧客（99%以上の顧客）に適用されることにな
り，平均値よりも一層納得感は低くなる。
銀行のリスク計量化で一般的に利用される VaR（Value at Risk；バリュー・アット・リ
スク）と同様に，図表 12のチャートは同一の内国為替業務量を発生させる顧客の出現率
とみることができる。VaRの考え方を導入すれば，「平均値」だけでなく一定の確率の範
囲内で起こりうる「最大値」の 2つの値で，業務量予測のボラティリティをとらえておく
ことができるようになる。予測値のボラティリティとは，経済動向・社会環境の変動や，
顧客の生活スタイルや流行の変化が顧客に影響して，結果的にそれが顧客の求める商品
サービス業務量を変動させることによって発生するものである。
すなわち，95%の確率で内国為替業務量は最大でも 250回で収まるとの考え方ができ
る。平均値 81回と最大値 250回の 2つの指標によって，商品サービス業務量（すなわ
ち，コストドライバ）が予測できる。その結果，確率による ABCの将来予測の考え方が
導入され，より効果的なキャパシティ・プランニングやリソース確保が可能になるのでは
ないかと期待される23。
以上の検証結果から次の通りまとめられる。顧客属性の業種と顧客ごとの内国為替業務
量には，ある程度の関係性がある。さらに，顧客ごとの内国為替業務量の分析によれば，
ある確率の範囲内での最大の商品サービス業務量の予測と平均値の 2つの見積りが可能に
なると思われる。すなわち，顧客の属性に応じてある一定の精度のもとで商品サービス業
務量の予測ができる。
しかしながら，商品サービス業務量が内国為替のみ分析されていることなどから，コス
トドライバをもとにした顧客行動分析適用による顧客行動予測の可能性は示せただけであ
り，その検証性はまだ十分とはいえない。今後は，さまざまな種類の商品サービス業務量
とより相関性の高い顧客属性情報の抽出や組合せを検討して，さらに適合するその他の統
計分析手法を適用して，より継続的に検証する必要がある。
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7.1.2 顧客行動分析型 ABCの活用
顧客行動分析適用による銀行 ABCへの効果は，ABC運用上の問題点への対応だけでは
ない。顧客行動分析適用による銀行 ABCは，その他の経営管理に派生的な効果がある。
銀行の営業店で顧客別 ABCの情報が実際に適用される 3つの業務観点，すなわち，①
顧客マーケティング，②リスクを考慮した顧客別収益性分析，および③事務サービス最適
化の観点で銀行 ABCへの顧客行動分析の適用効果をまとめてみよう。
①顧客マーケティングの観点
銀行などサービス業における顧客マーケティングでは，CRMが一般的であると述べ
た。CRMは広告宣伝のヒット率を高め，最終的に財務面の改善が目的とされるが，実際
には CRMでは財務面のマネジメントは不十分であり，顧客マーケティングと財務が関係
付けられているとは言えない。
今回，顧客別 ABCに CRMの顧客行動分析を適用することによって，顧客に対する
マーケティングだけでなく，実際のサービス提供の準備やそれにかかる財務情報が一体で
検討できるようになるのではないかと思われる。すなわち，南（2006, p. 60）に本研究の
顧客別 ABCに対する顧客行動分析の適用を追記すると図表 13の通りとなる。
従来の CRMの活用では，顧客満足度を高め，顧客維持率を上げ，そこからどのように
図表 13 CRMと顧客行動分析を適用した銀行の顧客別ABCの関係性
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財務成果をあげるのかのロジックは明確ではなかった。とくに，サービス業の場合には商
品を販売して終わりというわけではなく，契約後から期限の利益の範囲内で継続的にサー
ビスが利用されることになる。
従来の CRMがサービス業に適用された場合，製品が販売されるようにサービスの契約
数が多く獲得されるまでは期待されたとしても，その後に実際に契約の期限までどのよう
にしてサービスの維持提供ができるのかは明らかではなかった。それは，ある携帯電話の
キャリアが，割引キャンペーンを打つことで何倍にも顧客を獲得できたが，アクセス数が
多くなりすぎて繋がらないといった障害が頻発した事象と同じである。
すなわち，サービス業の顧客マーケティングでは，顧客との契約後の商品サービス業務
量のキャパシティを同時並行的に準備する必要がある。顧客別 ABCのコストドライバを
もとに顧客行動分析を行うことで，CRMと ABCが統合化されて，顧客マーケティング
がしっかりと管理会計や財務成果に結びつくようになると考えられる。
②リスクを考慮した顧客別収益性分析の観点
銀行の収益性管理は，「収益」「原価」と同様に，もしくはそれ以上に「リスク」が重視
される。銀行の経営管理においては，金融商品の信用リスクや金利リスクによる収益の変
動性が最も大きいため，変動性（リスク）は部門や顧客の収益性にあらかじめ考慮される
べきとされている（日本銀行考査局，2001）。とくに，信用リスクは「平均値」だけでな
く，90%や 99.9%など「一定確率の範囲内で最大の値」の意味で VaRによって管理され
てきた。
平均のリスク量は当期の収益でまかなうべきコストに相当する。最大のリスク量は，突
発的に発生したとしても一定の確率の範囲内で限界の最大値が分かっているものであり，
逆に言えばその限界の最大値を超えるようなリスクは 1%～10%の確率でしか発生しない
ことが分かっている。そういった意味で，一定確率の範囲内での最大リスク量は平均的な
コストではなく，資本でカバーされるべきロスとなる24。
さて，今回の顧客行動分析の適用によって，顧客の属性に応じた商品サービス業務量す
なわち顧客へ割り当てるコストドライバの平均値と一定の確率での最大値が把握できるよ
うになれば，その結果として顧客別 ABCの平均値と一定の確率での最大値も算出できる
ようになる。その結果，確率によって顧客別 ABCの将来予測につながる。
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すなわち，これまでは「収益」「リスク」だけが将来予測を考慮して計数を確率的にと
らえ，「原価」については実際原価が適用されていた状況であった。今回検討した通り，
顧客別 ABCに顧客行動分析が適用されることによって「収益」「原価」「リスク」の全て
の構成要素が将来予測を確率でとらえられるようになる。
とくに，新規の貸出を行う際の金利設定への適合性が期待できる。貸出金利設定とは銀
行における融資やローンのプライシング業務であるが，貸出金利は貸出期日までの銀行側
の収益をほぼ決めてしまうものであり，貸出期間内の原価の予測が課題であった。もとも
と貸出金利とは調達との金利差だけで決まるものではなく，貸出の対象顧客の総合的な原
価を回収する利息分の金利が織り込まれなければならない。
ところが，これまでの貸出金利の設定は，どういった顧客の属性であっても同一の原価
が設定されたり，原価が全く考慮されずに金利差だけで設定されたりする場合も少なくな
かった。本来は，貸出対象の顧客属性（信用度合い，地域，業種，企業規模など）に応じ
て，要求される返済のための預金口座の入金，貸出金の稟議や返済業務の手間，返済条件
の変更，督促の回数，および残高証明書の発行頻度など貸出に関係するさまざまな商品
サービス業務量が異なるはずである。
このような顧客の属性に応じて異なる商品サービス業務量がコストドライバとして適用
される銀行 ABCの原価が考慮されることで，貸出金利は顧客の属性ごとに個別に設定で
きるようになるものと考えられる。今回の検討結果を参考にすれば，貸出を行う対象顧客
の行動分析によって商品サービス業務量が変動幅をもって予測できるようになり，リスク
と同様に顧客の原価が確率をもって予測ができるようになる。
それが実現すれば，より戦略的な金利設定が行うことも可能になり，他行比競争優位に
立てると期待できる。今後継続的に分析と研究をしていく必要がある。
③顧客への事務サービス最適化の観点
顧客の属性ごとに平均的な商品サービス業務量が表されることにより，利益を考慮した
「最適な商品サービス業務量の組合せ（ポートフォリオ）」が構築できる。たとえば，ある
顧客の属性が Sとする。その属性 Sのチャネルの平均あるいは一定の確率での最大の利
用状態が，窓口は 50件で ATMが 500件であるとする。窓口と ATMそれぞれの単位原価
が 1,000円と 50円であった場合の簡単な例で考えてみよう。
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この顧客属性 Sに対する目標金利収益（売上に相当）と目標利益が，地域経済の状況
や他行との金利競争等を勘案して，それぞれ 80,000円と 10,000円であった場合，次の通
り商品サービス業務量の最適ポートフォリオが計算できる。まず，成行原価と許容原価を
計算する。
成行原価：
［窓口］1,000円 × 50（件）＋［ATM］50円 × 500（件）＝ 75,000円
許容原価：
目標金利収益 80,000円 － 目標利益 10,000円 ＝ 70,000円
成行原価である 75,000円と許容原価 70,000円のギャップを埋める作業は，銀行では新
規に顧客に貸出プランを提示する際に企画する作業であり，原価企画活動に相当すると考
えられる。統合法（櫻井，2009）によって目標原価は 70,000円になるとして，窓口の取
引数 Xと ATMの取引数 Yの最適組合せを検討してみよう。
［窓口］取引数 X ＋［ATM］取引数 Y ＝ 550（件）
［窓口］1,000円 ×［窓口］取引数 X ＋［ATM］50円 ×［ATM］取引数 Y ＝ 70,000円
この連立方程式を解くと，X＝44.7…，Y＝506となる。すなわち，属性 Sの顧客の窓
口取引は 44回以内で収まるように維持すれば，目標利益は確保されることになる。
これまでの銀行社内には，「顧客との取引を減らすことが ABC低減ではないか」とい
った本末転倒の意見もなかったわけではない。サービス業では契約後の顧客からのサービ
スの利用が少ない方が利益になるというような考え25もなかったとは言えないだろう。今
回のように顧客の最適なサービス業務量の組合せが検討できれば，現場の担当者は顧客ご
とにその最適サービス業務量の範囲でサービスの利用促進やサービス内容の一層の充実な
ど前向きに考えるようになる。
今回の分析によって，顧客属性ごとのチャネル別最適サービス業務量が可能になれば，
現場での理解がすすみ，納得感が高まり，結果的には顧客別 ABCと顧客別収益性に対す
る信頼感は高まるものと推察される。すなわち，数年間銀行に蓄積された ABCのコスト
ドライバをもとに顧客行動分析を行うことで，顧客への事務サービス最適化が実現できる
可能性がある。
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7.2 関係性に基づくキャパシティ・プランニング型原価計算
顧客関係性の観点で取引構造は契約型か非契約型に分類できるとされる（小野，2008）。
契約型取引とは，初期契約時に一定期間でのサービスを利用することを前提に交わされる
契約のことであるが，銀行の取引は基本的には口座開設や金銭貸借契約書に基づく契約型
取引に相当する26。これまでの顧客別原価計算の研究は製品やサービスに限らず都度払い
で売買が行われる単発的取引の非契約型取引が前提となっているケースがほとんどであ
り，契約型取引に関する研究は進んでいない27。
銀行における顧客別原価計算では契約型取引への適用を検討する必要がある。契約型取
引では，将来にわたる契約に基づくサービス提供可能な資源を確保して保証することと，
顧客維持のためにサービスの使用行動をいかに促進するかが重要である。そこで，契約型
取引では先進的な通信キャリアビジネスやインターネットによるクラウド型ビジネスなど
の業界における料金設定の考え方と，近年欧米のリテール銀行に適用される RBP（Rela-
tionship-Based Pricing；関係性に基づく価格設定）の顧客関係性に基づく差別化の考え方
（Lewis, 2005）を参考にして，成長戦略時代の銀行原価計算に求められる要件を検討す
る。
7.2.1 契約型取引における料金設定の考え方
契約型取引ビジネスでは，近年ではケータイやスマホなどの通信キャリアビジネス，
BS放送やケーブルテレビなどの有料 TV放送，あるいはフィットネス・クラブなどさま
ざまある。通信キャリアサービスでは，一定の金額を契約するいわゆる定額方式が主流で
ある。顧客は契約上の金額を負担することで，利用度については自由とする考え方であ
る。
最近最も注目されている契約型取引ビジネスに，ネット企業が提供するクラウド・サー
ビスがある。クラウド・サービスは，ネット企業があらかじめ大規模なサーバーシステム
等を購入しておき，契約した顧客にインターネットを介して一定容量のデータベースとア
プリケーションを自由に利用させるサービスである。
現状の業務量を基準とする銀行の顧客別 ABCでは「銀行にとって使ったら手間」とい
う意識になるため，顧客の利用促進になりにくい。銀行の顧客別原価計算には，顧客維持
率の維持・向上のために，顧客の契約や取引を履行するに必要かつ十分なキャパシテ
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ィー・リソース確保の考え方が求められる。
7.2.2 顧客関係性に基づく差別化の考え方
欧米のリテール銀行においては，2000年代後半から，顧客維持率と顧客ロイヤリテ
ィーの向上のために RBPが適用されている。RBPとは顧客との関係性をもとに金利や手
数料の価格を最適にする手法である。リーマンショック後の欧米のリテール銀行で，収益
の維持と拡大のための施策として RBPの適用が一層進んだ。たとえば，Citibankや Bank
of Americaではサービスの提供だけでなくシステムの特許申請28までされており，その他
の導入事例としては Bank of the West（Crosman, 2013）などがある。村本（2002）と山村
（2003）によれば，トランザクションバンキングに対するリレーションシップ・バンキン
グの方法論の 1つとして，リレーションシップ・プライシングがあると述べている。
RBPにおける関係性とは，親密な関係や信用できる関係，あるいは単に知っているだ
けの関係などの顧客と銀行との間の状態のことであり，それを判断するための情報が顧客
関係性情報である。また，すでに銀行実務では融資やローンに関する返済の信用度合いを
示す信用格付情報に基づく信用コストを割り当てて，貸出金利の設定や顧客別収益性分析
が行われている。この場合の信用格付情報は顧客関係性情報の 1つであり，RBPの適用
事例29の 1つである。
7.2.3 顧客関係性を強化するための原価計算の要件
顧客維持率を向上させる最低限のサービス利用行動を推定し，顧客別に必要な資源を割
り当てる計算を行うためには，複数の顧客との関係性情報を説明変数として当該顧客に必
要な資源量を推定する多重の回帰モデルが必要である。それは，これまでの銀行 ABCの
ようにある事務の業務量に単位原価を乗じて，当該事務処理の原価実績を算定するのでは
ない。
顧客との契約，顧客の年齢や職業，家族構成などの顧客プロファイル，取引の傾向，さ
らにはお互いの信頼感などさまざまな顧客との関係性情報をもとに将来にわたって顧客と
積極的に取引するために必要な資源を見積もることによって，顧客の成長戦略に資する原
価計算になる。適用される顧客関係性情報は，あくまでも顧客との関係性強化を目的に将
来の行動を予測し準備するためのものである。そのため，銀行業の場合には，大きく以下
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の 3つの関係性情報に整理できる。
第 1に，法的にサービス提供義務のある契約にともなう静的な関係の情報の「契約の関
係性情報」である。たとえば，預金口座／金銭貸借契約／総合振込等バンドリング契約な
ど商品契約にかかわる情報や，給与振込指定／公共料金引落指定／担保差入契約など商品
オプション契約情報もある。
第 2に，顧客が契約したサービスをどのように利用するか（または，したか）という動
的なインタラクションの度合いを示す情報である「行動の関係性情報」がある。たとえ
ば，顧客の行動パターン／チャネル選好度／趣味嗜好などの顧客の取引傾向や，業務量／
取引頻度／売買回数／延滞回数などの取引結果である。現状の銀行 ABCで適用されてき
た業務量データは，この行動の関係性情報のうちの取引結果情報の一部である。すなわ
ち，現状の銀行 ABCは，関係性情報のうちの一部の情報のみで原価計算されたものであ
る30。そのため，顧客との関係強化は全く考えられていないわけではないが，構造的に十
分ではないといえる。
第 3に，銀行特有の顧客関係性として目に見えない相互の信頼に関する情報がある。す
でに貸出ビジネスに必要な信用格付情報などの「信用度」，営業上の関係性情報である
「おなじみ」や「一見」などの「信頼度」，そのほか顧客の情報の非対称性度合である「認
知度」がある。それらは目に見えない「信頼の関係性情報」である。
以上のさまざまな顧客との関係性情報を多重かつ複眼的に使って必要な資源を確保する
ことによって，顧客との関係性強化を図り成長戦略に資する銀行原価計算が実現する。
関係性に基づくキャパシティ・プランニング型原価計算と顧客行動分析型 ABCによれ
ば，現状の銀行 ABCの課題が解決される。それらの考え方は，今後のアベノミクス時代
の成長戦略経営に適合する銀行原価計算の要件になるだろう。
おわりに
バブル崩壊後までの主として資金量を配賦基準とした伝統的な銀行の原価計算は，業務
量の多寡が考慮されなかったために銀行実務における納得感は極めて低かった。その反省
から 2000年代前後に，銀行は業務量データをコストドライバに適用した ABCを構築し
たが，伝統的原価計算の課題をすべて解決できたわけではなかった。
それは，銀行 ABCのコストドライバである顧客との取引である業務量自体が管理不能
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であり，銀行 ABCは過去の実際原価のみとなったためである。銀行 ABCのコストドラ
イバは顧客からの要求や取引であり，その主体はあくまでも顧客にある。いかに銀行側が
顧客に対する取引業務量を自らコントロールしようとしても，顧客という相手のある話で
あり，顧客がどう行動するかがすべての鍵となる。一方，銀行の顧客マーケティングの分
野では顧客行動分析が当たり前に行われているのに対して，銀行 ABCではこれまでほと
んど行われてこなかった。
そこで本稿では，顧客行動分析を行ったのちに銀行 ABCのコストドライバを顧客の属
性から平均値と一定の確率のもとでの最大値を推定する原価計算を検討した。顧客ごとの
商品サービスに関する業務量が分析され予測できれば，将来の顧客の原価を見積もること
ができるようになる。本稿ではそれら問題点の解決方法を顧客行動分析型 ABCとして検
討した。
また，銀行 ABCには今後の顧客成長戦略に積極的に貢献するには次の 3つの課題があ
る。
第 1に，銀行の「事務が手間のかかる負担感の高いコストとの意識を与えてしまう」
点，第 2に「固定費の変動費的配賦に違和感がある」点，さらに第 3の課題として「顧客
の関係性が考慮されていない」点がある。これら 3つの課題は，銀行のビジネスが契約型
取引であることに起因する。そこで，ほかの契約型取引ビジネスにおける顧客別の料金設
定の考え方や，リテール銀行で適用される RBPの考え方を参考して，銀行の顧客別原価
計算の課題解決要件を検討し，顧客関係性情報に基づいて将来の顧客維持率向上に必要な
資源を推定する関係性に基づくキャパシティ・プランニング型原価計算を検討した。
ただし，以下の 3点でさらなる検討を行う必要がある。1つはより多くの実際の顧客
データを使っての試算と検証である。大企業や中堅中小企業などの法人顧客，または個人
など多様な顧客の検証が必要である。ただし，顧客別原価計算に絶対的な正解値は存在し
ないので，銀行有識者などによる納得感の高さで判断するほかない。その場合，顧客別原
価だけでなく顧客別収益性の納得感によっても評価されることになる。
そのためには，実際の銀行へのアクション・リサーチはきわめて有効である。現在，日
本の複数の銀行ですでに関係性に基づくキャパシティ・プランニング型原価計算を適用し
て試算と試行を開始したところである。今後は数値の時系列での検証，運用面の検証，経
営会議での議論を通じて実際の経営への適合性や効果と課題についてあらためて報告の機
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会を得たいと思う。
今後は，環境変化の大きい銀行業の原価計算の歴史や今後の要件の検討をもとに，広く
他のサービス業の原価計算研究に活かしていく予定である。その成果として，あたらしい
時代に適合し実務で効果的に活用される「サービス原価計算一般化モデル」を求めていく
所存である。
注
1 伝統的原価計算とは，1950年代後半から 80年代までに銀行に適用された原価計算のことをいう。おもな
内容は，費目別原価計算と部門別原価計算を銀行業に適用した原価計算となっていた。
2 多くの日本の銀行では，ABCシステムのベンダー構築やコンサルタントによる制度導入に数千万円から
数億円をかけてきた。ABCシステムを運用し，原価計算を行う銀行員の人件費まで含めると，毎年相当な
金額の費用がかけられているのが実状である。
3 資金収益とは，金融商品収支のうち，手数料と売買益を除く利息収支のことである。融資の場合は月間の
平均的な融資残高に月間の平均金利を乗じたものが融資利息となる。
4 吉田（2007）に実際のいくつかの銀行の事務量分析が研究されている。事務量分析は，いまでも継続的に
運用されており経営会議で実際に意思決定に活用されており，現状の銀行業には全く違和感がない経営管理
の 1つである。
5 業務量とは，人やシステムによる事務種類別の取引件数のことである。次式の通り，銀行では業務量に標
準時間が乗じられた積数が事務量となる。
事務量 ＝ 標準時間 × 業務量
そのため，顧客別の業務量は，銀行の事務やシステムと顧客との間でサービス提供された実際操業度に相
当する（谷守，2007b）。業務量データとは，業務量に関する電子的なデータやファイルのことである。
6 銀行における商品とは証書貸付や定期預金など銀行で取り扱う金融サービス関連商品のことであり，チャ
ネルとは窓口（テラー），ATM，またはインターネットなど顧客と取引を行う接点のことである。
7 おもな銀行の ABC導入年度は，あさひ銀行（現 りそな銀行）とさくら銀行（現 三井住友銀行）は 1999
年（櫻井，2000），横浜銀行が 2000年（橋本，2002），静岡銀行が 2003年以前（日本ユニシス，2003），千
葉銀行が 2002年（千葉銀行，2003），滋賀銀行が 2000年（富士通，2000）となっている。
8 株式会社 ABM社の導入リストに行名が掲載されている。
9 杉山敏啓（2002）『銀行の次世代経営管理システム』金融財政事情研究会。
10 http://ir.chibabank.co.jp/library/disc/disc_2002/2002_torikumi.pdf（2006年 6月 30日現在）の HPで報告され
ている。
11 http://www.unisys.co.jp/news/NR_030605_tieUp_shizuokabank.html（2006年 6月 30日現在）の HPで報告さ
れている。
12 郵貯も，ABC導入を「2003年 5月 21日（水）の 2003年 5月 21日総裁会見（アクションプラン）のなか
の「Ⅲ 郵便貯金事業のアクションプラン」において，2004年度中の活動基準原価計算（ABC）導入が公
表された（http://www.japanpost.jp/pressrelease/japanese/sonota/kaiken_0521/a 03-1.html）。
13 同様に，給与振込みやローンの自動返済などのシステム処理に関する ABCについても，システムの処理
量が事務量と同じようにして活用しやすい領域である。ただし，事務量とはあくまでも適正人員を管理する
ためのものであるため，人間の行う事務量のみを対象としている銀行もあり，その場合には ATMやホスト
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の勘定系システムだけの活動については事務量分析の対象外としているところもある。その場合には，シス
テムに関する ABCに事務量データの活用はされない。
14 当時の銀行の営業店では，大企業／中堅中小／個人の顧客を区別することなく取引する。最近では，法人
専門の営業店や，個人の住宅ローン相談専門店なども現れているが，ほとんどの銀行の営業店は従来通りす
べての属性の顧客を取り扱うようになっている。
15 業務改善目的の ABCであれば，たとえば朝礼，昼食，日報作成といったレベルの活動も抽出されるもの
と考える。対して，経営レベルの活動とは，普通預金入金，システムバッチ処理活動など本来行うべき銀行
業務のレベルの活動である。打合せや日報などは銀行業務遂行に必要なより細かいプロセスである。
16 テラーの活動を考えてみた場合に，ひとりのテラーが昼休みをどれだけの時間とっても経営管理上は全く
関係ない。そのテラーにはもともと人件費がかかっていることには違いないし，その昼休みは窓口で，すば
らしい笑顔を保つためといった本来の付加価値活動につながるものとも考えられるので，経営上の目的のた
めに原価を算定する場合には，あえてプロセスレベルに細かく活動を分析しなくても大きな問題は発生しな
いと考えられる。
17 銀行の渉外営業とは，制約に至る前の営業活動の部分や，審査の前の本人確認や稟議書を書く作業などシ
ステムに打鍵する前の「段取り」に相当する部分であるが，それら活動については ABCであっても十分に
管理できない。銀行にはいまでも事務量データ以外に適用可能なコストドライバが存在していないからであ
る。
18 事務関連部署では ABCではなく事務量分析によって業務効率化が行われている。
19 業務単価については，絶対値的検証はできないので，過去の業務単価推移で評価するほかない状況であ
る。
20 一般に銀行の ABCシステムの更改にはハード，OS，ソフト修正に数億円かかることが少なくない。
21 2014年に銀行システム・ベンダーに直接ヒアリングした情報による。
22 トランザクションとは，勘定系システムなど基幹コンピュータシステムへの一連の入出金処理のことで，
その件数は，大手銀行の場合には年間数億に達する。
23 実際の顧客別 ABCへの適用では，1人の顧客の商品サービス業務量を当該顧客の属性をパラメータとし
て，たとえば 99%の確率で商品サービス業務量の最大値を予測してコストドライバ最大値とすることにな
る。ローンやクレジットの引落または税公金振込など日次でみれば特定日に集中する商品サービス業務量の
統計的予測値は推計可能である。しかし，その予測値を決めた途端にそれを超える可能性（リスク）は 0で
はなくなる。このような場合に，ある確率の範囲内で予測値を超えるコストドライバの最大値を把握しよう
とするものである。
24 最大リスクをカバーした資本を割り当て，その資本の収益性を確認する指標として，RAROC（Risk Ad-
justed Return on Capital；リスク調整後資本利益率）や SVA（Shareholders Value Added；株主付加価値）が
用いられることが多い（谷守他，2009）。
25 おもに別途の手数料が発生しない日中の預金の引出や残高照会などのサービスに対する考え方である。振
込や振替のように別途手数料が発生するサービスについてはその業務量はレベニュー・ドライバでもある。
手数料のボリュームディスカウントや 1ヵ月数回まで無料化のような施策の検討の際に，本研究の顧客行動
分析をもとにしてコストドライバとレベニュー・ドライバとの最適な組合せを求める必要がある。
26 現金での振込は，非契約型であるが，国際的なマネーロンダリング強化の観点から現金取引はなるべく行
われないようになっている。IT化の観点からできるだけ口座を通しての振替が推奨されており，そういっ
た意味では，実務的かつ実質的には銀行のサービスは契約型である。
27 鈴木（2007）の『固定収益管理』の顧客関係性にもとづくセグメント収益分析は，過去の取引実績情報に
基づいて顧客セグメント化されるものである。固定収益管理における原価計算には ABCが適用されてお
―４８―
り，顧客別原価計算に顧客関係性が適用される検討ではない。
28 Citibank, N. A. の 2000年特許認定（Relationship management system and process for pricing financial instru-
ments based on a customer's relationship with a financial institution, U. S. Patent No. 6049782）と，Bank of
Americaの 2011年特許出願（Relationship-based pricing, U. S. Patent Application 13/209, 574）などがある。
29 RBPは他の小売業界や流通業でよく適用されているとされる。日本においては，取引状況にしたがって
関係性のステージを設けてポイント付与，契約状況による住宅ローン金利の優遇，口座の残高によって振込
が月に数回まで無料になるなどは RBPの初期の適用例である。
30 伝統的原価計算で配賦基準とされた資金量（残高）は，契約・行動・信頼のどの関係性情報にもあてはま
らないので，顧客関係性の強化については全く考えられていなかったといえる。
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